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 現在、経済・社会のグローバル化が進行し、大学への留学が世界的規模で拡大する時代に突入

している。国際連合教育科学文化機関（UNESCO）の統計データによると、2000 年以降、国際

学生の流動人口は 2001 年の 227 万人から 2020 年には 636 万人へと拡大し、同期間に 409 万人

も増加している。近年、国際政治の激動や新型コロナウイルス感染症の流行、経済危機など多く

の要因により影響を受けつつも、世界的に見ると、国際間の学生の移動はここ数十年来続く増加

トレンドを維持しており、留学生の数は増加し続けている。 

 日本は 2003 年に留学生 10 万人の政策目標を達成し、その後留学生 30 万人の目標を掲げたが、

これも 2019 年に達成した。この間に、日本の留学生政策は、卒業後の帰国を促すものから、積

極的に日本社会への参入を受け入れる方向へと変化している。こうした状況の下で、留学は日本

の大学や他の教育機関での学びに留まらず、教育を通じた国際的な労働の移住過程という意味を

もつようになってきている。この意味するところは、留学生が労働者として日本に定住すること

にある。留学中のアルバイトを通じて数年間日本の労働市場に参加したり、卒業後に日本で就職

して日本での滞在期間を延ばしたり、さらには日本に永住したりするケースもある。 

 このように留学生を捉えるならば、留学生が日本に及ぼす影響は拡大している。留学生の学費

や生活費は日本の学校や企業などの重要な収入源となるだけでなく、留学生は若い高技能の人材

供給源として期待されているのである。こうした意味からも、留学生に関する研究は一層重要に

なっている。 

主論文要旨 



 留学生の増加とその労働化が進むなかで、留学生の構成と行動様式にも大きな変化が生じてい

る。後述するように、既存の研究は留学生の政治的・外交的意義から経済的・社会的影響へと焦

点を変えつつあるが、留学生の労働移民化に関する研究はほとんど進んでいない。また、日本に

は総合的な移民政策が欠けており、留学生が日本の移民政策の実質的な入口となっているが、広

義の移民という文脈に留学生を位置づけた研究は不足している。 

 したがって、留学を教育を通じた移住過程と捉え、日本の留学生政策と外国人受け入れ政策に

おける留学生の位置づけと実際の留学生が直面する状況とのギャップを明確にする必要がある。

留学生が学生から労働者へと移行するプロセスとその日本への影響を詳細に分析することは、今

後の日本の移民政策の策定おいて意義があると考え、この研究に着手した。 

 

 論文の構成は以下の通りである： 

 第１章は、研究課題を明確にするのと同時に、先行研究や関連理論を紹介し、既存研究の到達

点を示す。 

 第２章では、第２次世界大戦の終結から現在までの日本の留学政策を検討する。戦後日本の留

学生政策は３つの段階に区分できる：1953 年からの国費留学生、1983 年から 2003 年までの留

学生 10 万人計画、そして 2008 年からの留学生 30 万人計画の制定及び実施である。日本の外国

人留学生政策は、国内外の政治状況に影響を受けながら、政治・外交戦略モデルから、学術・国

際交流モデルを経て、経済・高度人材獲得モデルへと大きく変貌した。こうした転換を通じて、

日本の留学生政策は外国人労働者受入れ政策と接近していくことになる。 

 第３章では、日本の外国人受入れに関する問題についての回顧と整理を行う。戦後からしばら

くの間は、日本は人口ボーナス期にあり、日本人労働者が十分に存在したため、外国人労働者を

必要としなかった。しかし、少子高齢化の問題が深刻化するなかで、日本は労働力不足という問

題に直面した。これが、外国人労働者の受入れの可否を問う広範な議論を引き起こした。外国人

労働者の受入れが高い経済的・社会的コストをもたらす可能性を考慮して、日本政府は専門的技

能を持つ外国人労働者のみを受け入れる方針を打ち出し、全面的な外国人労働者の受入れまでに

は踏み込まなかった。そのため、外国人受入れのための具体的な制度は十分ではなく、政策と現

実の間に乖離が生じている。 

 第４章では、留学生の現状について紹介する。留学生の就職ルートについて議論し、高度、中

間、低熟練の３つの技能レベルから、留学生人材の就労をめぐる実態と動向を検討する。留学生

が増加し続ける中で、頭脳流出と称される「頂点」に立つ高度人材に焦点を当てた議論や、廉価

労働力としての「底辺」ある未熟練人材に注目した議論だけでは、留学生集団の一部を論じたに

過ぎない。実際は、日本における外国人労働者と同様に、留学生も日本社会のあらゆる部分に入

り込んでいる。留学生と言っても、その内実は多様化しており、一括りにできない。 

 第５章では、中国人留学生の歴史と現状を整理し、日本における中国留学生の独特な特徴につ

いて議論する。過去数十年間、中国は急激な経済発展を遂げ、その影響は教育の領域にも及ぶ。

留学生の送出数では、中国は世界最大の地位を確立している。こうした地位の確立の背後には、



中国の経済成長、中産階級の拡大、そして教育への価値観の変化がある。中国の家庭では、高等

教育への投資意識が強まっており、多くの学生が海外の大学での学位取得を目指している。留学

は、学問の追求だけでなく、異文化体験や国際的な視野の獲得、さらには良好な就職機会を求め

る動機としても選ばれている。しかし、留学生の多くは、海外での学びや経験を活かして、国内

でのキャリア構築を希望している。彼らは多くの企業や組織で価値ある人材として評価されてい

る。一方で、留学の期待値と現実のギャップや、留学先での生活上の課題も無視できない。日本

は英語圏でない国の中で最も多くの中国人留学生を受け入れている国である。日本は留学生の数

を増やす政策を続けて導入し、留学生が卒業後に就職できる範囲を広げている。より多くの留学

生を招き入れ、日本での就職を望んでいる。しかし実際には、海外に留学する中国人学生は急増

しているが、日本に留学する学生の数はそれほどではない。また、日本が受け入れている留学生

の中で中国人の比率も減少している。この現象の主な原因は、日本に留学し、卒業後に日本で働

くことで得られた経済的利点が、豊かになっていく中国人にはもはや魅力とは映らなくなってい

ると解釈できる。 

 第 6 章では、著者が実施した中国人留学生を対象とした調査の結果を紹介する。調査結果は多

岐にわたるが、第２章から第４章の議論を踏まえ、主に中国人の日本への留学の動機、留学期間

中のアルバイト有無や卒業後の計画や選択肢について論じる。こうした議論から明らかになった

ことは、まず、日本に留学する中国人の出身地が変化していることである。従来は大都市の北京

や上海が主流であったが、現在ではその多様化が進み、特に、東北地方から日本に留学する学生

が増えている。これは、中国人の海外留学がエリート中心から大衆化へと変化しており、こうし

た変化に日本の留学生受入れ拡大が影響していることを示している。また、日本はその独特の文

化や比較的質の高い高等教育を提供していることに魅力を感じる中国人留学生を引きつける。経

済的理由や地理的・文化的近接性から一部の中国人留学生にとって魅力的な選択肢となってい

る。さらに、中国の経済発展が進むにつれて、多くの中国人留学生は日本でアルバイトをしなく

とも生活が可能になっている。そのため、趣味や社会的経験を積むことを目的として日本に留学

する学生が増えている。というのも、日本経済の長期停滞により、日本で就職することが魅力的

な選択肢とはなりえなくなっている。こうした中国人留学生の動向は、留学生のアルバイトを通

じて低所得労働力を補完し、卒業後の就職を通じて中高所得労働力を補完しようとする日本にと

っては好ましくない。また、この事実は、近年、中国人留学生の比率が減少し、ベトナムなどの

東南アジアの遅れた国々からの留学生の比率が増加している理由を部分的に説明している。 

 第 7 章では、３名の退学した中国人留学生のライフストーリの調査を通じて、日本における中

国の留学生が直面する問題を浮き彫りにする。多くの留学生は、年齢も若く、経済的に自立して

もいない。しかも、中国社会での海外留学の大衆化や中国特有の家族関係といったことも加わり、

留学生は板挟み状態に陥っている。留学生の意思決定は多くの外的要因の影響を受けることか

ら、留学生の中には留学が不本意な結果に終わることもある。 

 最終章では、第２章から第７章の分析を踏まえ、本論文の結論を示す。まず、留学が大規模な

労働移民の新たな形態として浮上する中、留学生の増加は高度な技術を要する労働から単純労働



まで、日本の労働市場全体において重要な役割を果たしている。次に、日本の留学生受入れ政策

の拡大は、日本の保守的な移民政策と外部労働力市場での人材需要の増加に対処するために妥協

の産物である。この妥協の代償として、留学生政策と高度な人材を引き付ける理念との間のギャ

ップが拡大し、留学生は日本への留学を「腰掛け」程度に考えるようになっている。最後に、留

学生を含む日本における外国人の移住や定住は、移民者のその後の生活に影響を及ぼすだけでな

く、その将来世代にも影響を及ぼす長期的な一連の過程であり、日本社会に大きな変化をもたら

すであろう。こうした変化に対応するためには、本論文のような研究が必要になる。 

以 上 

 




